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1，はじめに
　開発途上国（Developing　country）の経済発展は依然として期待しkような成果をあげてい
るわけではなレ㌔その原因については．様々な視野からアブローチがなされてきkそして，多ぐのもの
は開発途ヒ国での様々左タイプの発展阻害要因を指摘してきている。そのなかでも、1950年代以後さ
かんに論議され多数派的地位を占めているのが，いわゆる工菜化理論であるといってよい。いうまでもか
く・この工業化理論の中心を占めている発展阻害要因は「Rm不足」である。開発すなわち工菜化を促進
するだめには，開発途上国に澄いて多額の資本が不足している，というのがその要旨である。しだがって．
資rr不足にたレΣする様々左打開策が展開されるところとkるわけであるが，いまだに満足左解決策はみあ
ftらない。せいぜいが先進国側からの大幅な資金の援助を期待しなければならlt　h．といっだところであ
る。
　ところで，これら工藁化中心の理論と他のアブローチとの関連はいかにして求められるであろうか。こ
うした意味から「資m吸収能力」（Capital　absorptive　capacity）が問題とされてきて
いるlilこれらの人々は．開発途上国に澄いて「生産的な目的のだめに資本を効果的に吸収する能力が欠け
ている」というのである。ところで．これにだいしてピアソン委員会の最近の報告では次のようにいって
いる。「開発途上国で発展が妨げられているのは．外貨の不足からであb，まだ援助供与国が援助の使用
に制限を加えているからである．」（2）っま・b，そこで顧畷収能力が不＋分であることを強調するXb
はむしろ外貨の大幅な使用によって発展が達成できる，といわれている。
　しかし，外貨の使用を増大させてみftところで，かならずしも発展が促進されるとはいえないであろう。
外貨の使用が資本吸収能力の増大にたいし間接的に作用するという効果は認めてもよい。この意味では資
m吸収能力の問題は無視しうる。しかし決定的に重要なことは．外貨が産出高の増加に結ひつくプロセス
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そのものにある。開発途上国の資as吸収能力に限界があるとする説は，この資本を補完する諸要因を問題
にしftものなのである。
　このように．資本吸収能力についての考え方にかlt　bの差異があるのが現状である。そして。資m吸収
能力の限界を信じる人々の間でもこの概念そのものが今日かnらずしも明確に整理されているとはいえ左
い。論者によってニュアンスの異ltることがしばしばある。しftがって，この論文では，まず資丞吸収能
力の意味内容を明確にする。つぎに開発途上国の発展可能在にだいし，それがどのように作用するか．そ
してその限界を決定する諸要因は何かを明らかにする。最後に．資rs吸収能力を研究することによって，
それが経済発展という目的にたいしてどのような意味をもつものであるか，を検討する。
（1）MF．Millikan　and　W．W．Rostow：Key　to　an　Effective　Foreign
　　Policy．1957　　P．56
　　前田寿夫訳「後進国開発計画の諸問題」　P．66
　　G．MMeier　：　International　Trade　and　Development，1965　P．91－92
　　麻田四郎訳「国際貿易と経済発展」　P．112－113など。
（2）大来佐武郎訳：「開発と援助の構想」　　ピアソン委員会報告　P．114－116
2，　資本吸収能力の定義および測定
　　資m吸収能力の一般的定義としては，「一定の資2N量を産出高増加に結びつく形で使用することのでき
・る能力の程度である」といえる。しかし，その内容については，それぞれの論者の見解がかftらずしも一
　致しているというわけではない。J．　H．アドラーはこの点について，資本吸収能力をつぎの四つの意味
　から整理しようとしている13｝
　　①補完的諸要素（C・一・perant　fact・rs）の動員可能rt・
　　②輸入資tuの国内貯蓄への代替
　　③輸入資本が受取国の短期資産の蓄積に向ヵ・うこと
　　④国内貯蓄の投資への吸収
　　ここでアドラー目身も指摘しているように．多くの人々によーって通常考えられているものは（1）7）　en念で
　ある。資本を補完すべき諸要素の供給が増加され左い場合，資本吸収能力の限界は資広設備の不完全な便
　用という形で渉らわれることに友る。これがこの論文の中心課題となるべきも0である。これを基Pt的資
　本吸収能力としてとらえるltらば，②③④の概念はそれに結びつくもの．まπは補助すべきものという
意味で副次的資本吸収能力であるといえるだろう。しπがって．①の概念を一層明確化することによって
　資z：吸収能力をとらえていくことにする。
　　ここで，①の概念を詳細にわftって検討するltらば，それを「間接的ft・HZi吸収能力」である「個別プ
　ロジェクトの外部的要因」と「直接的な資本吸収能力」である「個別プロジェクトの内部的要因」とに区
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別することができる。資衣吸収能力を前者としてとらえftものに国際復興開発銀行の初期の年報（2｝がある。
まだ，ピアソン委員会報告を，ここであげているようftプロジェクト外部の諸要因の打破を目ざしている
ものととらえるかぎb，それは資本吸収能力の重要性をかたらずしも全面的に否定しているものではない
といってよいだろう。しかし，このプロジェクト外部的要因を強調すること自体が議論の中心点をあいま
いにする原因となっている。ある裡の補完的要素の供給は外部的要因の打破によっては増大され攻いので
ある。ここに後者の個別的プロジェクトの内部的要因を・検討する理由がある。
以上の定義は，つぎに検討する資m吸収能力の測定に関連してくる。実際には．その具体的な測定は非
常噸繊ものである．アドラーは資本吸収能力の測定を「資勘収益率」（3｝に関連させる．tltわち，
彼は投資家がうけ入れようとする資2Nの収益率が低まれば低まるほど，結果的にみて資菰吸収能力は高ま
っk，としている。πだし．この「収益率」を論じる場合，つぎの二点に注意する必要がある。その一つ
は．労働者一資本家間に於こる収llllilの分配率の問題である。これは短期的には考慮する必要はないにして
も，特に長期的にみれば，両者の間の分配率は常に一定であるとはいえない。しreがって．この分配率と
の関連で収益率を模討し次ければならft　hケースも当然予想できるのであるが，この論文では．両者の間
の分配率を一定として議論を進めることにする。もう一つは，アドラーが「資本の収益率」を説明すると
き、そこにはキンド・レバーガーのいうように「資一・No5R界価値生産物」の値がブラスである（4）という前提
を必要とする。この場合，資mの限界価値生産物をもって資本吸収能力を測定するという方法も考えられ
るわけであるが、それだけではかならずしも投資活動に結びつくものではない。ftとえぱ，資ZStの限界価
値生産物の値がブラスであっπとしても、収益率が低い場合には投資は行ftわれ左い。収益率は一方では
プロジェクト内部の生産費との関係をもっているが，それと同時に，他方で市場における価格づけと密接
な関係をもつからである。しftがって，！R7Eの限界価値生産物の値がブラスであるということを前提とす
るかぎb，資本吸収能力は具体的な収益率によって決定されることになるのである。この資XXの限界価値
生産物の値がプラスであるかマイナスとなるかについては後に検討する。
ここで，資本吸収能旅絶対的な限界があるという極轍ケースを考えてみよう．図1（5）に帥て、資
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tuの限界効率はABXという形をとり，　BからXにかけて垂直線となっている。この図は，投資の一定量
（OX）をこえてはブラスの収益率をうむようlt投資機会が存在しないことを示している。アドラー自身
このようなクースは現実的にはあbそうも友いことであると説明しているが，どうであろうか。この点を
うらずけるべき理由にっいてはのちに検討し1ヒい。しかし．もう少し正常lt形は．　ABCまkはAiB　Dで
あることは認めてもよい。ここでABCは開発途上国型，　AIB　Dは先進国型であるといえる。　ltぜなら。
通常開発途上国では存在する資五ストックの収益率は高く，しftがって若干の追加投資の期待収益率もま
π高いからである16）しかしその反面，・資広吸収能力の限界に直面しやすいのも開発途上国型の特徴である。
すftわち．高い収益率が期待されるプロジェクトの絶対数が限られているftめ，まだ．そのプロジェクト
に動員すべき補完的諸要素が限定されているkめ．収益率は急激に低下するところとなる。先進国におい
ては限界は全く存在しないとL・・　bことでは・t・h（7）が．醗途上陳ど深刻な問題に直面しないであろう。
そこでは．fi7Nの期待収益率は比較的緩やかに傾斜している。
　このように，資応吸収能力の限界が作り出す政策の問題は図のBCとBDの「ギャップ」としてとらえ
ることができる。開発途上国の経済政策の目的は資本の限界効率線をBCからBDへと移動させることで
あるといえる。このギャップが縮まるのは，補完的諸要素の供給が先進国のレベルに達するときである・
そのとき，悲観的にみるならば，次のよう左ものとなる。開発途上国の投資家が補完的諸要素の供給を増
大させようとしないところにそのギャップの原因があるのではない。短期的には，それらの供給増大は物
理的に不可能であるか，または，かりにできftとしても，それが非常に高価につくfcめ急激に投資の総費
用を高める。しftがって，受け入れ可能lt収益率以下に資広収益を減少させることになる。この場合・資
本吸収能力は「一定朗間内に一定の補完的諸要素の供給のもとで、受け入れ可能な収益率にたいしてftさ
れる投資量」で測定されることになる。
　ま尺．この点について楽観的にみるftらぱ，長期的に収益率を求めなければならない。すなわち，事後
的に収益率を上昇させる補完的諸要素供給増大の可能性を童視するという考え方である。この場合，はじ
めのうちは低い収益率をうけ入れるということに左る。しだがって，そのプロジェクトの全期間を通じて
の収益率を考えていかねばltらft，　hわけである。
　ここで，資tu吸収能力を測定するのに必要次概念としての収益率について考えてみなければならkい。
この点から資本吸収能力の限界が間接的にではあるが打破される可能性がある。ここでいうところの収益
率は，個々の投資プロジェクトの合計である総投資に対する総収益の比率である。もしも資本費用，置換
費用．諸要素の価格，そして生産物価洛を予想するという困難を無視すれば，民間プロジェクトの期待収
益率を決定することは簡単である。同様の方法で公共部門に歩てはめてみればよい。しかし．自己弁済力
のない（not　self－1iquidating）プロジェクト，または投資家とは別左経済単位に対する追加
所得を生むプロジェクトの場合．複，k　ft・面をもつ。　ftとえぱ，通行料のないハイウェイ，の場合・建設費と
維持費は公共部門での負担であb，それによって生ずる利益．ftとえぱ，時間の節約・車の損傷の軽獄・
土地の価格増夫は利用者や別の受益者のものとなる。（もちろん，目勤車税・ガソリン税・そのほか不勤
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産の評価について課税しft部分が公共部門にはいるとしても）公共部門は独立して投資コスト澄よぴ資本
収益をあげようと期待してはい友い。しkがって、ハイウェイ投資の場合．その収益はすべての受益者の
利益を含めなければltらft　h・このすべての受E者の支払を利益がこえるとき，それは外部経済と考えら
れる・・の外部経済を内部化（i・tern・lize）（8）する経済単位が収益の部分を正しく講すること
は複雑な問題である。灌概プロジェクトの場合も同様な方法で求めることができる。このプロジェクトに
よって農芙産出高が増加しftと．すれぱ，この場合プロジェクトの収益は「増加しft農菜生産物の価格一農
業従事者の追加的努力をふくむ追加投入量」をもってとらえなければなら左い。
　このように、資広吸収能力の指針としての収益率を考える場合，これと個々の経済単位の市場への対応
との間に密接な関係が十分認められる。さらに市場の発展にっいての対応関係を考えるとき，期待収益率
の測定はより困難なものとなる。最後に，将来の出来事に関する不安定な要因もまだ期待収益率測定の障
害となる。開発途上国では「企業経営に澄ける知識の不足」から将来の予見が不可能である。だとえぱ，
技術改善の行なわれる見通し、しfcがクてそれは生犀物の価格にどのように影響するか。さらに，将来の
所得の増加はどの程度か，交通はどの程度発達するか．工芙生産はどうなるか，生産物の需要はどうか，
ftどをそれぞれの企業家が予見できないということである。この点で．将来の期待収益率が計算でき旋い
ならば．これらの不安定性は別の僅類の資zs吸収能力の限界であると考えることができる。
　つぎに資m吸収能力の増大策を模討してみることにする。これは投資パターンそれ自体が資本吸収能力
の決是要因となbうるという可能性に？いてのものである。これは前に説明しk区別にしたがえぱ，「個
別プロジェクトの外部的資本吸収能力」と考えられるものであb，より長期的間接的に個別プロジェクト
に影響する。すなわち，ある投資パターンがその国の経済全体にだいする刺激となって，資広吸収能力を
増大させる可能性である。もしもこのような方策が可能であるならば，図1で示しだABC線がかkらず
しも固定的であるととらえる必要は友いことになる。すなわちこの図1は特殊ft投資パターンま　ftは投資
計画についてのものであbs別の投資計画がもしも可能であるならば，　ABC線は左右にシフトし．その
傾斜は変化することになる。ここでは．プロジェクトAの成功がプロジェクトBの成功に依存する。
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　図2は．だとえば電力＋アルミニウム．まπは，灌概＋農業投資のような関連投資を説明するものであ
る。電力プロジェクトを含む一定量の，そして一定のパターンの投資が澄こなわれftとすれば，　AB1均線
でのrlの収益率が歩げられftと仮定する。しかし．ここで企てられft投資量0）解だいするr1の収益率は・
社会がうけ入れようとする収益率以下である。ここでは収益率r2が社会的にみて受け入れ可能な収益率で
ある。しだがって．これ以上の電力プロジェクトへの投資は失敗におわることになる。つまb、それは過
剰投資であり，資苓の収益率を低めている。このプロジェクトが成功するftめには・投資量O瓦でなけれ
ばltらカい。このとき，異なっだ投資パターンすftわち電力消費産菜で）亀焔の投資量増加が起きftとす
れば．合計収益率はらへと増加する可能注がある。この場合．投資量）qX2は電力プロジェクトへの投資
から，電力消費産業への投資へとむかう。つまbXlX2は逓X9によって置きかえることができる。そし
て．ABIB2線はr2の高さでCD線によって置きかえることができる。総投資量はOX3－X1）錠ある・
実際には．資広の収益率はこの図で示しftように直線的ではない。様々な投資パターンと投資量の間で選
択が行なわれる結果．社会的に受け入れ可能な収益率の周辺で上下変動することになる。
　上の例は．プロジェクトが単独ではlt〈．関連プロジェクト，まだはいくっかの関連プロジェクトで投
資がなされるならば，期待収益率が上昇するかもしれft　hということを示している。一定の事情のもとで
は，多量の投資が少量の投資よりも高い収益率をあげることができる，というこの例は別に新しいことで
励い．それは．’ r。グ．ブ。シ．の理論α％均斉成長論aDが指摘していると・・bである．さきに指摘し
だピァソン委員会報告も．国際復興開発銀行の初期の年報も同様の意味で資7N吸収能力の限界を楽観視し
ているものであると考えてよいだろう。ftしかに．長期的にみるかぎb．関連プロジェクトの期待収益率
は下降しlt　hかもしれkい。そしてそれは．間接的va資7N吸収能力を増大させる一要因であることを認め
てもよha’
　しかし．これらの議論は，多くの開発途上国va　tsいて直接的にビッグ・プッシ”の可能性を妨げている
要因については何も説明してV＞　lt嬬少数のプロジェクトの補完性の弱さを打破しようとするビッグ・ブ
。シ．の可能1生は，襯的鍛素の供給弾力性の低さによ，て明らかに限定されているのであ・隻れが
まさに資本吸収能力の直接的限界にほかならない。ある場合には，この限界は比較的早くやってくるであ
ろう。それは図2でみれば．DE線め傾斜によって示されている。しだがって．結果的にみれば・その投
資は失敗に終らなければ友らlt　h。
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　　Editor　P．236－P．257
（2｝　C．P．Kindleberger　：　Economic　Development　1965・　P・525
　　坂本二郎他訳「経済発展論」下巻　P．415参照のこと。
（3》　J．EAdler　：　The　Absorptive　Capacity：The　Concept　and　its
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（5）
（6）
（7）
（8）
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⑪
⑫
determinants，1965　P．2
C．P．Kindleberger：oP．　cit．，P．325－526邦訳P．415－416
J．HAdler　：oP，cit．，（The　Absorptive　Capacity……以下のoP．　cit．，
はこれを指す）　P．3
Jacob　Viner　：　International　Trade　and　Economic　Development
4953．　P．95－96
Joan　Robinson　：　The　Accumulation　of　Capital　1956
杉山清訳「資左蓄積論」　P．57－60
A．0．Hirschman　：　The　Strategy　of　石】oonomic　Developinent　1958
P．56－60　　麻田四郎訳「経済発展の戦略」　P．98－104
J．H．Adler　：　op，cit．．　P．15
P．N．Rosenstein－Rodan　：　Notes　on　the　Theory　of　the　Big　Push．
ttdconomic　Development　for　Latin　Americass　H。S．Ellis，editor
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●
1961，　P．57－75
R．Nurkse　：Problems　of　Capital　Formation　in　Underdeveloped
Countries　1955　P．11－17．P．22－25
土屋六郎訳「後進諸国の資本形成」　P．18－28．　P．37－58
拙稿：バランスト・グロース理論に関する若干の考察，明治大学大学院紀要第7集
1969　　P．456－445
3，　資本吸収能力決定の直接的要因
前節va　teいては．資本吸収能力を個別プロジェクト外部との関連でとらえ．一般的長期的に増大させる
ような試みについて検討してきft。しかし．それだけではかならずしも満足のゆくものではlt　h。　ltぜな
ら，それは前提として補完的諸要素の供給を弾力的であるとみていfcからである。　ftしかに，補元的諸要
素の供給は，開発途上国の経済を開放体系でとらえるかぎb，輸入によって増大させることができるかも
しれない。しかし、それほどftやすく補完的諸要素すべてが輸入によって獲得できるであろうか。し7、Zが
って，この点を明らかにするkめに，この節では投資活勤を補完する諸要素を具体的な形で検討してみる
ことにする。
　R．1．ガルハチは投資活動をつぎの三つの局面にわけ，その於の齢のの局面に詮いて資本吸収能力の
決鍛因がどのようにしてあらわれるかを説明しているln①特定のブ・ジ．クト（まだはブ・グ・ム）を
作成する際の総合的調査段階。すなわち，その国の発展の可能性を検討しつつ，特定のプロジェクトを設
定し，その技術的可能在や経済効果を評価する段階であるといってもよい。ftしかに，開発途上国の国家
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計画立案の目的は，その国全体として有効左プロジェクトが増加するように整備することである。しかし、
これまで多くの国々は現実には，それらの方策が不成功に終わっている。その原因とltるのが・存在する
知識のギャップ　ーkとえぱ，地質・土壌・気象・水理などについての一　であb．もう一つの要素は専
門的熟練　ftとえぱ，自然科学者・技術者・農業経済学者・金融分析家・経済学者左どについての一　の
不足である。しだがって．プロジェクトを計画しようとしても．その基礎となるべき情報むよびデータの
収集・整理・分析が不可能なのである。②プロジェクトの設備が形成される段階。ここでの資菰吸収能力
の限界は，まずプロジェクト建設の請負菜者の不足であb，さらに道路・運輸・動力などの下部構造の不
備という形で存在している。これらはむしろプロジェクト外部における間接的資at吸収能力であるといっ
てよい。そして．このよう攻ボトルネックを打開するftめには，前にも説明しだように，すく左くとも逆
説的ではあるがビッグ・ブ・シュの理論を応用しなければltらないといっだ矛盾に直面せざるをえない。
だだし．大規漠な投資を実行しようとする場合にも①k・よひ③のようltブ・ジ。クト内部の特殊lt限界が
存在しているのである。③プロジェクトが生産を開始する段階。プロジェクトが完成しkとすれば・そこ
では，内部的要因として専門的経営管理能力，様々な質の熟練労働を必要としている。また外部的lt　X因
としては，原料投入の規則曲そして完成生産物の販売という意味での適当な規模の市場を必要とするわ
けである。
　以上の3つの局面においては．個別的プロジェクト内部の直接的資m吸収能力限定要因と外部の間接的
資本吸収能力限定要因が存在しているのをみてきπaしかし，ここで両者の根本的差異を明確に区別する
ことが必要である．アドラーとガル・・メ2）のあげ碩本吸嘘力限膿因をもとにして両者を整理してみ
るとつぎのように友る。
　　〔プロジェクト外部的要因〕
④　投資プログラムの内部的バランス　　（つまり，プロジェクト間の補完性）
◎　制度的諸条件
＠文化的社会的諸条件
⑥発展政策立案者の能九行政者の能力
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など
　　〔プロジェクト内部的要因〕
◎知識・技術
①熟　　練
　⑤経営管理的能力
　　　　　　　　　・kど
　まずプロジェクト外部的要因から検討することにする。ここで．③は前節で検討しftものである。これ
は，ビッグ・プッシュの理論あるいは均斉成長論のテーマであり．資Z9吸収能力の本来的な意味からは区
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別さるべきものである・ltぜltら，賃本吸収能力を妨げている要因の除去という目的に対して「大量の投
資を必要とする」という考え方は，m質的にはトートロジー（toutlogy）にすぎないからである。　ft
とえ、このようにして資広吸収能力が増大しftとしても，それは「大量の投資」に起因しπものではなく，
他の場所での資本吸収能力増大を反映しだものであると考えるのが妥当であろう。しだがって，これは根
本的解決策とはkbえltい。以下に説明する諸条件の如何に大きく依存する。⑤はよb広い意味で経済活
動全般に影響する。ここでの問題は，政府それ目体あるいは政府が厳重に監督する機関の最少限度の任務
が投資活勤にたいして十分に澄こなわれているか，ということである。ftとえぱ，法と秩序の維持・国防
・流通貨幣の発行齢よぴその供給・教育と公衆衛生の保障などの任務があげられる。これらの整備が不完
全左国では，国内投資を進めるうえでも．民間直接投資の促進についても資広吸収能力に間接的に悪い影
響を与えることに攻る。まだ．そのほか行政面での手続の複雑さ，コミュニケーシ．ンの不備，意志決定
の遅れ，などは投資費用を高め，投資過程を長期化させる原因となる。これら様々なタイブの資ZI吸収能
力の限定要因はっぎの◎に起因する特殊なケースであるといってもよい。この意味では◎は⑤以上に資m
吸収能力全般に影響する。ftとえぱ，開発途上国に誇いては投資活動を開始するにあkって必要な知識や
技術は社会条件によってその獲得を妨げられ，まft労働力の地域的移動や社会的地位の変化は，宗教的人
橿的見地から不可能であるといっk場合があげられる。さらに．大家族制度のもとでは貯蓄ないし資産獲
得の必要性は減退せざるをえない。これらはすべて資本吸収能力にπいしてマイナスに作用する。これら
の郵態は急速に改善される見込はない。これらは，経済発展の過程そのもののkかから克服されねばltら
ないものであろう。＠は⑤に類似しだ概念ではあるが，⑤で示しkようlt制卿⊂たいし働きかけるという
人的な側面をもつ5そしてまだ．これは③におけるブ・グラムの内部的なバランスを正確に予見し，実行
可能な個々のプロジェクトを具体的に決定することのできる計画立案者の必要性を示している。さらにま
πsかbにプログラムが完成しだとしても，それを実行する際に生じるトラブルを的確に処理する行政的
な手腕も考慮しなければならな％発展計画立案能力は程度の差こそあれ．先進国に於いてさえ必要とさ
れるものだけに，開発途上国に澄いては獲得不可能であるといってよい。
以上．個別プロジェクトの外部から個々のプロジェクトの資zx吸収に作用する諸要因を検討してきft。
しかし，これらの諸要因の影響力は個々のプロジェクトの生産費という観点からみるならば，間接的Eも
のである。これらは資本吸収能力限定要因として否定することはできaいが，つぎに検討する諸要因と比
較すれば，副次的要因であるといえる。
　個別プロジェクト内部の問題として，資広吸収能力に厳しく制限を加えているのは（EXD（ii）で示しftよう
な人的諸要素に関するもの，す友わち．「技術tsよぴ知識」「熟練」「経営管理的能力」である。これら
は開発途上国に澄いて，短期的には供給増加が絶対的に不可能である。これらはほかの補完的諸要素であ
る輸入原材料，中間生産物などとは異kb，ビッグ・プッシュでは克服されそうもない限界の存在である
といってよい。ここに資本吸収能力限定要因の最も深刻な一面が存在している。まず，新技術の考案，澄
よび現在利用している技術の修正には多くの時間と努力を必要とする。ある裡の熟練はそれ自体非常に高
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価でホリ．それを養成するには時間を要する。さらに，経営管理的能力は開発途上国において訓練できる
かどうかという点に関しては極めて困難である。効果的lt経営管理は，生産技術，それに必要攻熟練労働，
企菜が活動する社会環境，そのほか予見できないような事態に直面しkとしても，それを処理する工夫や
オ能を必要としているのである。
　このように，開発途上国におけるこれら人的諸要因の欠如は，個別プロジェクト内部での生産費を署し
く増大させることになりそうである。それは産出物1単位Sft　bの投下資五をより多く必要とすることを
意味する．つab、この場合には．アドラ＿の指摘する「収益率の低下」（3）よりも．むしろその前提であ
るところの「限界価値生産物の低下」に直面すると考えるのが妥当である。ある場合には，高い収益率が
期待できるとしても．プロジェクト内部での必要左諸要素が獲得不可能であるπめに投資が行なわれ左い
ことも予想できるaこれが．キンドルパ＿かによ。て示さi。k屈曲点（4）の存在である．図5の（A）で
は，屈曲点が存在する場合を示している。つまb垂直線をこえては投資が行なわ2Zftとしても，産出高の
〔図　3〕（4）
???????（?）．
資本投資
???????（?）
0
（A）
0
（B）
fi7N投資
増加がおこら左恩　これにπいして．（B）のように限界価値生産物が左だらかに低下するという条件の
もとに拾いてのみ，収益率を問題にすることができる。これが，これまでの議論の前提であっft。しかし．
ここで検討しているプロジェクト内部の諸要因は．それが妥当するかぎりに於いて（A）の屈曲点の存在
を裏づけるものであるといえる。そして，このように稀少諸要素の価格上昇によるコスト・アップの結果．
まfCは．稀少諸要素そ7．）ものの獲得が不司能となった場合，限界価値生産物がゼロとltるにいπって，投
貧は行ltわれlt　hことになる。
　開発途上国に澄ける個別プロジェクト内部の直接的va　7K吸収能力限定要因，それに加えて外部からの間
接的ではあるが不利fz影響力を考慮に入れるとき．　m質的な問題は「収益率」よbはむしろ．その前提で
ある「限界価値生産物」にあると考えなければ攻らない。そして，「収益率」が問題となるのは．こうし
ft生産物が市場での価格づけによって売買されるという過程を通じて資本吸収能力にだいして影響力を発
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揮する場合にのみltのである。
（1）　Ravi・1・Gulhati　：The　Need　for　Foreign　Resorces．Absorptive
　　Capacity　and　Debt　ServicingCapacity．｛℃apital　Movement　and
　　Economic　Development，，1967．　J．｝lAdler．editor　P．245－250
（2）　J．H・Adler　：　oP．cit・，　P．31－54　R．1．gulhati　：　oP．cit．，P．249
（3）　J．H。Adler　：　ibid．　P．35
（4）　C．P．Kindleberger　：oP，cit，　p．325－326邦訳P．415－416
4，　む　す　び
　開発途上国の資本吸収能力限定要因は，これを個別プロジェクト内部的要因と外部的要因に区別するこ
とができる。前者は，投資活動の過程において補完的諸要素の稀少性によるコスト・アップを招くか，ま
πは，それらの諸要素の獲得が不可能とltることを示している。それは．投下資本一単位あπりの限界価
値生産物の値をゼロにまで引下げる直接的な原因とkる。したがって．それ以上の投資は産出高の増加と
結びつかlt　hので．結果的に投資は失敗に終らざるをえなし～これにπいして．後者は間接的にではある
が，個々のプロジェクトに不利ft影響を与え，限界価値生産物の低下の原因となりうる。ところで．アド
ラーはこの要因のうちから．プロジェクト間の補完性を維持することによって，7fi　7N吸収能力を増大させ
る方策を示している。これは1，．かし，国際復興開発銀行の初期の年報やそしてピアソン委員会報告の意味
するところと同じビッグ・ブッシュ理論であって，実質的にはトートロジーにすぎないものである。だし
かに，このようlt方向は「収益率の上昇」を通じて資本吸収能力を刺激するという効果をもつことは否足
できft　h。しかし．それは前提となるべき個別プロジェクト内の諸要因が限界価値生産物を低めていると
いう点を無視している。しkがって，これは満足のゆく解決策とは左りえない。
　こa？ように個々の要因を検討してくると．開発途上国がみずからfixg吸収能力を増大させようという方
策は，悲観的な結論に達することtr（　ftらざるをえない。これら稀少諸要素のうち．ある煙のものは、先進
国からの導入によって獲得されなければ左らft　hであろう。このよう友資嵐吸収能力増大という目的にπ
いしては．先進国管理者への現地人の反感やs頭脳流出（1）は無視されねばなら攻いものであろう。
　最後に．このような資広吸収能力を検討する意義について考えてみることにする。kしかに，資本吸収
能力の欠如を指摘するかぎb，これは先進国側からの援助がfi　zs蓄積に結びつかずに浪費されることによ
って，期待しk効果を発揮しえないことを意味している。ところで，これを先進国側の利害を中心にみπ
場合，「開発途上国にたいする援助の限界を強調し，援助の削厭を主張するのであれば，それは戦前の植
民地主義に通ずるものであるといえる。さ，：，に積極的にアブローチしようとするならぱ．比較的に社会改
革嘩んだ国へ瀕することになる」②といs・k一そ撚＋分にあるとk，・・　Pてよい。
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　しかし，今日のような開発意欲の国際的lt高ま）iのなかで，それはか攻らずしも賢明な方法であるとは
いえkい。経済発展を促進させようとする攻らば．すkわちfiZi吸収能力を増大させようとするならば．
そのkめの具体的な援助形態として，従来のよう友資憲中心の援助をのbこえて，開発途上国の人的諸要
素の育成と結びついk技術援助の役割がいっそう強調されなければならfr　hのである。ここに．資m吸収
能力を検討する重要左意義が認められるのである。
ω　R。LGulhati　：　op．cit．．　P．247
②中西市郎　：　「引代国際投資論」h．一理論と現実　　昭和40年P．19－20
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